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当センター研究部では、研究事業の一環として、研究部の職員が中心となって行

う「部研究」事業を実施しておりますが、本報告書は平成４年度及び５年度の２か

年にわたる「部研究」の成果をまとめたものです。

今回のテーマは「超高齢時代の社会システム」を取り上げました。

21世紀には、65歳以上の高齢人口比率が25％を占める超高齢時代が到来すると予

測されています。この超高齢時代を現在の社会システムの延長線上で展望したとき、

とかく暗いイメージで語られがちです。

それは、ピラミッド型の人口構造の下で最適に機能するように設計されたシステ

ムをそのままにして、人口だけが高齢化するとき社会に様々な摩擦が生じることに

なり、明るい未来社会は展望し得ないからです。

現在の社会システムの延長線上で未来社会を展望するのではなく、新しい人口構

造に適合する新しい社会システムを構築することにより、個人が生き生きと暮らす

ことのできる豊かで活力ある社会を展望できるはずです。

こうした問題意識の下で、21世紀の超高齢時代が個人にとって生き生きと暮らせ

る社会であるためにはどのようなシステム改革が必要なのかを探るため、平成４年

度には、（社）日本リサーチ総合研究所に委託して県民意識調査及び有識者調査を

実施しました。

平成５年度には、この調査結果を踏まえながら、超高齢時代における個人の働き

方、暮らし方などを研究することにより、自立と選択を社会理念とする超高齢時代

の社会イメージを描くとともに、これに対応した社会システムのあり方を模索し、

社会システム改革をどのように進めていくべきかをとりまとめました。

本報告書が、高齢化社会の問題を考える上での一助となれば幸いです。

なお、調査・研究の推進や報告書の作成にあたり、研究会（座長：清家篤慶応義

塾大学教授）の委員の方々をはじめ、関係各位には、様々なご助言をいただきまし

た。深く感謝申し上げます。

１９９４年（平成６年）３月

　神奈川県自治総合研究センター所長
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序章序章序章序章
１ 基本認識

　２１世紀の超高齢社会を展望するとき、その前提として考えておかなけれ

ないことが三つほどある。

　一つは、戦後民主主義の過程を経て、日本人は集団主義のくびきを脱し

の価値を何にもまして重要なものと認識するに至っていること。

　二つめは、日本は、戦後の経済復興から今日の経済発展段階まで官僚主導

統制経済と企業中心主義という形での集団主義を温存してきた。しかし、統

は、それを軸としてきた社会主義体制が東欧の民主化に始まり、ソビエト社

連邦共和国の崩壊、東西ドイツの統合、中国の自由主義経済化などで、この

から姿を消すことになる日も近い。

　三つめは、企業社会の中で自らを抑制し、集団の規範に忠実に従い、集団

生き、育てられて来た世代が築き上げて来たあらゆる領域に、自らの意思を

る生き方を求める世代が参入し、社会意識の変化が急速に進んでいる。この

より２１世紀の日本社会は、個性を尊重しない集団主義を受け入れないであ

　このことから、２１世紀の超高齢社会は、そのシステムとして、個人を尊

その創意と活力に依拠する「生き生きとした市場」で、「誰もが意のままに

それを互いに認め合う」社会として想定せざるをえないであろう。

２ 研究の視点
　本研究では、この基本認識に基づき、集団（企業等）中心型社会から個人

社会へのシステム転換をいかにはかるかという視点にたって研究を進めるこ

た。

　現在の社会は集団単位の行動を重視し、終身雇用制、年功序列型賃金など

の安定を求める集団中心型社会である。しかし、集団中心型社会の下では、

論理が個人の生活よりも優先され、個人が自分のライフスタイルに沿った働

できにくいなど、個人の生き方が画一化せざるを得ない傾向にある。

　個人生活の豊かさが、個人が望む生活を自由に選択できることと大きな関

あるとすれば、選択肢の限られた集団中心型社会は、個人にとって望ましい

はいい難い。21世紀の超高齢時代に向けて目指すべき社会は、多様な選択肢

て、個人が自分の生き方を自由に決められる個人中心型社会であろう。

　本研究では、こうした個人中心型社会に適合する新たな社会システムを構

そしていかに構築していくべきかを検討することにする。
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　また、現在の集団中心型社会の様々な制約が、個人を尊重する社会にとって障害

となる場合、それを撤廃もしくは緩和することについても併せて検討していく。

３ 研究の手法
(1) 考え方
　この研究では、フューチャーパーフェクト（未来完了型）ともいうべき手法を採

用した。これは、将来から現在を照射し、その照射された姿と現在の姿のギャップ

を制度改革の課題として受け止めていこうというものである。

　この手法を採用する理由は、21世紀に到来する超高齢社会が高齢者比率の高さと

その進展の速さにおいて世界に例をみない社会であり、まず将来社会のビジョンを

明確に描くことがシステム改革を考えるにあたって有効と考えたからである。

(2) 具体的展開方法
　未来完了型手法を具体的に展開するため、まず、高齢者比率が2020年頃に25％と

なり、以降比較的ゆるやかに推移することに着目し、現在から2020年頃までの高齢

化が進展する社会を「高齢化時代」、以降の高齢化が安定的に推移する社会を「超

高齢時代」と位置づける。

　そして、現状の問題点からでもなく、社会経済環境の変化見通しからでもなく、

今から25年後頃の超高齢時代にジャンプして、その社会像（図表１の１－ａ）をま

ず描く。

　次に、社会像を支える社会システム（図表１の１－ｂ）を構築し、それを現在

（図表１の２）に照射することにより、「高齢化時代」から「超高齢時代」へのスム

ーズな移行のための政策対応（図表１の３）を導き出そうとするものである。（図

表１）

図

序　章序　章序　章序　章
表１
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（注）「超高齢時代」の定義

　厚生省の「日本の将来推計人口（平成４年９月推計・中位推計）」によ

65歳以上人口が総人口に占める割合（高齢者比率）は、2020年頃に25％に

以降、比較的ゆるやかに推移すると予測されている。

　本研究では、この推計値を参考に、2020年頃以降の社会を「超高齢時

れ以前の社会を「高齢化時代」と定義づけている。

４ 提言について
　21世紀の超高齢社会に向けて、個人中心型社会を実現していくためには様

ステム改革が必要となるが、この研究では、そのうち政府の責任において取

べきものについて提言する。

　なお、超高齢時代に向かっていく社会では高齢化が一層進展し、社会全体

担能力が漸減し、財政状況がタイトになることが明らかであるため、この提

施するためには、日本が経済的に余力のある今から具体の準備を始める必要

５ 研究の取り組み
(1) 意識調査等の実施
　本研究の期間は平成４～５年度の２か年であり、４年度は研究の基礎資料

意識調査及び有識者調査を（社）日本リサーチ総合研究所に委託して実施し

①意識調査

　県民のうち、壮年層（40～64歳）と高齢層（65～79歳）を対象に、現在

の状況や今後へ向けての意識等を調査し、超高齢時代の社会理念と社会

る基礎資料とした。（意識調査の実施概要と結果については、巻末の資料

②有識者調査

　超高齢時代の社会システムを検討するにあたり、有識者調査を併せて実

（有識者調査の実施概要と結果については、巻末の資料参照）

(2) 研究会の設置
　本調査・研究の推進にあたり、学識経験者や専門家からなる「超高齢時代

システム研究会」を設置し、ご助言をいただいた。
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「第「第「第「第 1章」章」章」章」超高齢時代への基本視点超高齢時代への基本視点超高齢時代への基本視点超高齢時代への基本視点
１　集団中心主義社会の問題点

　戦後の日本社会は、「経済効率至上主義」ともいうべきものに導かれた企

集団を中心としてきた社会だといえる。そこでは、個人が重視されるという

むしろ個人が疎外され、個人が尊重されることが軽視されてきた社会だとい

　この社会では、働く男性を中心に「会社人間化」し、「企業」に代表され

に経済面のみならず、生きがいも、人間関係も依存し、地域への参加や趣味

る余裕もなく、家庭・生活面では全面的に妻に依存せざるをえなくなり、そ

退職後は生きがいの喪失に悩むことになる。

　一方、主婦の側からみれば、経済面で夫に依存せざるをえないためにい

「家庭内離婚」が発生するなどの悲劇も起こっている。

　働く女性は、「家庭」か「仕事」かの選択を迫られることが多く、両方選

の負担は極めて高い。その結果、その負担の大きさに躊躇してしまい、結婚

けれど怖くてできない、子供を生みたいけれど踏み切れない、そう言った女

実に増加した。

　この歪みは、それぞれが相互に関連しあって構成されており、これを是正

めには現在の経済効率至上主義による企業など集団中心型社会を変えなけれ

ない。

２　自立と選択の社会へ
　経済効率を最優先させ、個人が企業、家族、地域などの集団に依存する、

は依存せざるをえない状況のままでは、超高齢時代に移行しても真に豊かで

きとした明るい社会は展望しえない。自分の望む生き方を自由に決定できる

豊かな生活を営む上で重要である。そのためには、まず何よりも、個人が自

いなければならない。

　また、自立した個人が自分の人生の設計図を描くには、選択肢が多ければ

ど、その可能性が増すことになる。そのためには社会に多様な選択肢が組み

ていることが必要である。

　多様な人生の選択ができ、その選択が受け入れられる社会。一度行った選

さらに別の選択をしようとしたときに大きな犠牲を払わなくてもよい、単線

ない複線型の社会。このような社会は個人一人ひとりが成熟し、お互いを認

社会でもあり、また、個人にとってハード・ソフトの両面において障害のな

アフリーの社会でもある。
第第第第 1111 章章章章
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３　個人中心型社会に向けた政府の役割
この社会を支える経済システムは、統制的なものによるよりは、その多くの部分

市場メカニズムによることになろう。しかし、それは政府の責任を免責すること

意味するものではない。集団中心型社会から個人中心型社会への転換のためには、

人の自由な活動を重視する市場ルールヘの変更と、このための制度改革が必要と

る。政府規制の改廃や新しい制度の導入による市場に関するルールの公式化と、

のルールの中で「市場の持つ調整機能」が良好に作動するようにサポートしてい

ことは政府の役割となる。また、ハード・ソフトを含めたインフラの整備、シビ

ミニマムの保障は政府の責任において果たすべき役割である。

なお、本研究では、その意味と重要性が増しつつある超高齢時代を担うボランテ

ア等の市民活動については触れていない。市民活動の重要性は認識しつつも、ま

政府が政府としての責任を果たすべきであり、そのためには今から何をしておく

きかを探ることが本研究の主眼だからである。

第第第第 1111 章章章章



「第「第「第「第 2章」章」章」章」超高齢時代の社会像超高齢時代の社会像超高齢時代の社会像超高齢時代の社会像
１　視点

　超高齢社会はともすれば活力に乏しい、暗い社会というイメージでとらえられる

ことが多い。しかし、前章で述べたように、超高齢社会が個人を中心とし、自立と

選択を社会理念とする方向で社会の仕組みが再構築されていくならば、超高齢社会

は決して活力に乏しい暗い社会ではなく、誰もが生き生きとして、明るく、生活の

質の高い社会としてイメージし得ることを我々は提起したい。

我々が、現在の社会システム、これまでの社会に適合的であった制度的枠組みの

延長線上に超高齢時代を想定するならば、明るさのない社会を想像することしかで

きなくなってしまうであろう。

　しかし、ピラミッド型人口構造の下でこれまで効率的に機能してきた社会の制度

的枠組みを、我々が高齢者比率25％、若年層の減少という釣鐘型の新しい人口構造

に対応して再構築していくならば、高齢化社会の問題といわれるものの多くは解消

されるはずである。

　我々は、ここで新しい人口構造の社会、超高齢社会が生き生きとして明るく、豊

かでありうるとしてとらえ、それがどのような社会としてイメージし得るか、とい

う作業をまず行い、その未来から現在にさかのぼって現在の制度等社会の枠組みを

見直し、好ましい未来社会を実現していく上での条件、課題を考えていくフューチ

ャーパーフェクト手法によりアプローチしていく。

２　社会像の設定
　超高齢時代の社会像の設定にあたっては、①個人の多様な選択が可能であること、

②選択をする主体である個人の自立能力は向上できることを基本に据えている。こ

の考え方の下に、社会像をより鮮明にするため、個人と企業、個人と家族、個人と

コミュニティとの新たな関わり方の視点から、次の３つの社会像を設定した。

この３

①働き方

○個人

働きや

第２章第２章第２章第２章
①個人と企業の関わり方→『働き方自由な社会』

②個人と家族の関わり方→『暮らし方自由な社会』

③個人とコミュニティとの関わり方→『アクセス自由な社会』
つの社会像の内容は、次のとおりである。

自由な社会とは

よりも集団の論理を優先する社会ではなく、集団を構成する個人に

すい雇用システムになっている社会である。すなわち、働き方の
13
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②

③
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が拡大され、個々人が年齢や性別、国籍にとらわれることなく、自らの希望に

沿った働き方を選択できる社会である。

暮らし方自由な社会とは

○多様な価値観が併存し、家族の住まい方など個人が自分の志向にあったライフ

スタイルを選択する社会であり、高齢者にとっては、ひとり暮らしでも楽しん

で生活できる社会である。

アクセス自由な社会とは

○高齢者やハンディキャップをもった人がひとりでも安全にまちを移動できるだ

けではなく、都市の魅力にも配慮された社会である。

○また、個人が様々なコミュニティ活動をとおして、人的ネットワークを形成す

る社会である。ここでのコミュニティは伝統的・集団主義的な共同社会ではな

く、個人と個人の人間関係を重視する中で、「選択的友人関係の形成」といっ

た新たな共同社会を指すものとなっている。

○情報通信網が発達し、個人が必要な情報に自由にアクセスでき、また、グロー

バルなレベルで人的ネットワークを形成している社会である。
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　以上の関係を図式化すると、次のようになる。（図表２）

図表２

　次に、この３つの社会像の具体的内容について詳述することにする。
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３　働き方自由な社会のイメージ
個人の自由願望を満たす働き方ができる社会である。〕
企業内では、働く時間、場所などを組み合わせ、個人のライフステージにあった

柔軟な働き方ができる。仕事に対する評価は、働いた時間や勤務態度ではなく、

仕事の成果に対するものになっている。それに伴って人事管理のあり方も変わっ

て、働く時間や場所の制約は薄れ、働き手の自由願望をかなえるものになってい

る。

そこでは、仕事は強制されたものではなく、個人の創意と自発性に基づいたもの

となり、仕事、家庭、コミュニティ活動などバランスのとれた多面的な選択を可

能にしている。個人生活を犠牲にする長時間労働は過去のものになっている。

同時に、個人にとって、仕事への評価が成果に基づくものになるため、新しい価

値を創造する力を養うキャリア開発がますます重要性を帯びている。

寄り道・回り道が可能な社会である。〕
働き方自由な社会では、寄り道、回り道の選択がごく普通にできる。たとえば、

会社を辞めて大学に入り直し、自己の能力を磨き直して再就職する、あるいは

海外に登山遠征する、趣味の技能を研鑽するといったことのために１年間会社

を休む、こうしたことが、個人にとって不利益になることなくできるいわば

「遊び」のある社会である。

言い方を変えれば、「子供のときは勉強しすぎ」「大人になると働きすぎ」

「老後は暇すぎ」の「３すぎ」の画一的な人生から、労働、学習、余暇といっ

た生涯時間の配分を個人の生き方に沿って選択することができる社会である。

企業間の移動が個人の不利にならない社会である。〕
各人が身につけている能力で評価され、また、企業間の移動が個人の不利になら

ない仕組みになって、個人は自らの能力と適性に合った企業を求めて、あるいは

キャリア形成をめざして転職することが容易になっている。転職の自由の拡大は、

個人が集団に拘束されすぎるといったような集団中心型社会の弊害を是正するも

のになっている。

また、個人の選択のしかたによって、同じ企業で働き続けることも可能である。

この場合でも、転職をしようと思えばできるという環境が整備されていることは、

企業に対する個人の交渉力を高めている。

個人が全く別の仕事をするといったように今までと異なる生き方をしたいとき、

方向転換することが容易である。
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○転職の自由が拡大している社会では、労働市場で価値のある能力を身につ

めにも、仕事を通じて自己実現をはかる上でも、個人にとって自己のキャ

発が決定的に重要性をもっている。キャリアアップが個人の自由度を高め

〔ライフステージに応じた働き方が男女に不利にならない社会であ
○家庭の状況に応じて、男性と女性が、たとえば、ある時期までは「家庭

ある時期は「仕事と家庭の両立」、ある時期からは「仕事中心」といった

ステージに合わせた働き方を選択できる。また、そうした選択が両性に不

況をもたらすことなくできる。

〔高齢者にとって引退・就業の自由がある社会である。〕
○働く意欲と能力をもった高齢者にとっては、柔軟な働き方ができる職場が

個人がもっている能力で評価されることにより、自分の能力を生かし、正

価を受けて働くことができる。

○また、働くことを希望しない高齢者にとっては、公的年金制度などナショ

ニマムによる老後の生活保障によって引退する自由がある。

〔外国人も日本人と同じ条件で働くことができる社会である。〕
○外国籍を持つ人でも、日本社会を構成するメンバーとして、日本人と同様

が保障されている。就業においても、外国籍であるが故に不利な取り扱い

ることなく、日本人と同じ条件で働くことができる。

４　暮らし方自由な社会のイメージ
〔ひとり暮らしでも楽しんで生活できる社会である。〕
○個人の自立の意識が高まっており、若い頃からの積極的な健康づくり、家

の修得、生きがいづくりといったような、生活を楽しむための能力開発が

れている。

○家族との住まい方は大家族からひとり暮らしまで多様であり、高齢者が夫

あるいはひとり暮らしを積極的に選択しても、日常生活で困ることなく安

生活をエンジョイできる。

○万一、ひとり暮らしの高齢者が介護を必要とする状態になっても、福祉機

部サービスを利用しつつ、自立して住み慣れた住宅や地域社会での生活を

きる。
17
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多様な住スタイルが選択できる社会である。〕
持家、賃貸、借地、終身利用権など住まい方に関する個人の選択肢が拡大されて

いる。個人の志向やライフステージ、家族との住まい方に応じて多様な住スタイ

ルが選択できる。

特に、若い頃の住み替えのしやすさと老後の住宅の安定確保の２つが両立できて

いることが個人の多様な選択を可能にし、住生活の幅を広げている。

住生活の選択肢の一つとして、また、居住水準向上の新しい形態としてマルチハ

ビテーション（複数住宅居住）が普及している。

介護の自己決定ができる社会である。〕
介護サービスは、従来の選別的なものから普遍的な、誰もがいつでも受けられる

ものになっている。個人の選択が重視され、施設介護から在宅介護まで、介護サ

ービスを個人が必要に応じて自由に選択できる。

介護サービスの供給も、公的部門から民間部門ヘシフトしている。民間の創意工

夫が生かされ効率的で、きめ細かな利用者の多様なニーズに即したサービスが供

給されている。

また、「施設も住宅」という考え方のもとに、介護施設は個室化など居住の質が

高まっている。また、家庭では要介護者が自立しやすいようにバリアフリー化な

ど住宅の居住水準が高まって、全体として生活の質が向上している。

住宅のバリアフリー化が進んだ社会である。〕
バリアフリー住宅が一般化している。高齢者やハンディキャップをもった人の自

立の基本的条件として、また、高齢者やハンディキャップをもった人にとって住

みやすく利用しやすい住宅は、すべての人々にとっても安全で快適であるという

考え方のもとに、すべての住宅のバリアフリー化が一般化している。

５　アクセス自由な社会のイメージ
まちのバリアフリー化が進んだ社会である。〕
大勢の人が利用する公共的な建築物や道路に段差がなく歩道も整備されているこ

とが普通のまちになっている。体が不自由な人でも、家に閉じこもることなく気

軽に外出でき、生活圏が広がっている。車イスで自由に移動している姿を見かけ

ることが珍しくなくなった。こうした高齢者やハンディキャップをもった人にや

さしいまちづくりがすすみ、誰もが自由に、安全に外出できる環境が整備された
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まちになっている。

〔交通機関のバリアフリー化が進んだ社会である。〕
○階段の多い駅にはエレベータ、エスカレーターが整備され、まちには車イ

まで乗れるバスなども整備され、高齢者やハンディキャップをもった人にと

移動が非常にしやすくなっている。個人が交通システムに合わせるのでは

交通システムを個人のニーズに合わせるという考え方のもとに交通機関が

れ、個人の安全で自由な移動が確保されている。

〔魅力ある都市が形成されている社会である。〕
○住んでいる人が誇りと愛着をもち、快適さを享受できるような美しいまち

形成されている。また、庭園のような魅力ある公園や楽しい緑と花のある散

再生された清流などが随所に整備されているといったように、自然との共

かられ、環境への負荷を軽減したアメニティー豊かな魅力ある都市となっ

〔ゆるやかな地域コミュニティが存在する社会である。〕
○ゆるやかで柔軟性に富んだ地域コミュニティが形成されている。自然観察

たハイキングクラブ、気の合う仲間との旅行会、歴史やまちづくりの勉強

川や公園の清掃あるいは地域福祉のボランティア活動など、地域での自

様々なコミュニティ活動が活発化し、豊かな人的ネットワークが形成され

そうした活動は他人を排除もしないし、強制もしないゆるやかで柔軟性に

誰でも参加できるものになっている。

〔地域を越えたコミュニティ活動が存在する社会である。〕
○コミュニティ活動は地域を拠点としたものに止まらず、地域を越えた形で

ている。趣味のサークル、勉強会、ボランティアグループといった、自分

に合った小集団への参加を選択し、多彩な人的ネットワークをつくりあげ

〔誰でも情報通信ネットワークにアクセスできる社会〕
○誰でも簡単に操作できる情報通信機器が開発され、情報通信網も整備され                                

　健康や医療・介護に関する情報、ボランティアや趣味の活動に関する情報

や能力開発に関する情報など、街にでなくても個人が必要とする情報に容

クセスすることができるようになっている。

○また、国際的な情報通信ネットワークにアクセスすることにより、いなが

てグローバルなレベルでの人的ネットワークを拡大している。
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「第「第「第「第 3章」章」章」章」自立と選択の社会を支えるシステ自立と選択の社会を支えるシステ自立と選択の社会を支えるシステ自立と選択の社会を支えるシステ
第２章では、自立と選択をキーワードに、個人が生き生きと暮らすことが

超高齢時代の社会像を個人の視点にたって描いた。この第３章では、こうし

が持つべきシステムと、それに向けて今から取り組まなければならないこと

て述べる。

１　働き方自由な社会
一つの企業において働き方の時間と場所を組み合わせ、自分のワークスタ

一日の生活時間においても、ライフステージにおいても選択できること、そ

個人にとって、そうした選択を支える条件として企業間の移動が不利益をも

ことなく、自由にできるシステムが働き方自由な社会を可能にする。

(1) ワークスタイルを選択できるようなシステム
従来の仕事中心の画一的な生き方から、個人が自分の生活設計に沿っ

を選択できるようにするためには、多様なワークスタイルの選択を可能

ステムが必要であり、そのためには次のような条件の整備が前提となる。

ア．フレックスワーク制度

フレックスワーク制度が一般的になっていることが必要である。フレ

ークとは、働くための「時間」と「場所」を固定的に考えることを改め

職務を明確にし、時間と場所を柔軟にすることで、働きやすさや仕事と

の生活の両立などをめざす働き方のシステムの総称である。多様なワー

ルの選択を可能にするフレックスワーク制度の導入は、男性、女性、高

べての人に働きやすい職場を提供することになる。

＜今から準備しておくべきこと＞
●働く時間の柔軟化

働く時間を柔軟化するシステムとして、裁量労働制度、フレックスタイ

短時間勤務制度（短時間正社員制度）、育児・介護休業制度および育児

ための短時間勤務制度の導入・普及をはかる。
●働く場所の柔軟化

長時間通勤や通勤混雑を避け、職住近接によるゆとりを実現するために

た、自宅や地域に近い場所で働くことを希望する人のためにも、職住近接

ライトオフィスや在宅勤務制度の導入を促進する。
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●ワークスタイルの多様化
裁量労働制度と在宅勤務制度といったように、働く時間と場所を組み合わせる

ことにより、個人が多様なワークスタイルを選択できるシステムの導入をはかる。

イ．仕事への貢献度を基準にした報酬制度

報酬と貢献を長期的にバランスさせる年功賃金制度の下では、個人の希望に沿

った働き方をすることは難しく、また、転職する場合に個人に大きな不利益をも

たらす。基本的には、年功制を加味しつつ、仕事への貢献度を基準にした報酬制

度にする必要がある。具体的には、昇進と成績を分離し、昇進は能力に応じて、

報酬は成績に基づいて支給するシステムにしていく。

＜今から準備しておくべきこと＞
●年功型賃金カーブの緩和

年齢や勤続年数に応じて上昇し、貢献と給料を長期的にバランスさせる年功型

賃金カーブを緩和し、その時々の貢献・能力を反映させることができる賃金制度

に修正する。
●仕事への貢献度をボーナスに反映させる報酬制度の導入

具体例として、年功型賃金カーブを緩和したうえで、それを基本給とし、仕事

への貢献度をボーナスに反映させる報酬制度を導入する。
●年功制を加味した年俸制の導入

もう一つの具体例として、個人と企業等の集団が話し合いの上で目標を設定し、

年功制を加味しながら年間の賃金を決める年俸制の導入を促進する。

ウ．複線型人事管理制度

従来の「新規一斉採用→内部訓練→内部昇進→定年」という単線型人事管理方

式から、多様な働き方を望む個人に対し、個別対応的なマネージメントを行う複

線型人事管理制度の導入を促進する。また、フレックスワーク制度に対応し、仕

事への貢献度を基準にした新たな人事管理制度の確立が必要である。併せて、個

人のキャリア形成を重視した人事管理制度を確立する。

＜今から準備しておくべきこと＞
●複線型人事管理の導入

コース間移行が自由な「コース別人事管理制度」など、個人のニーズや条件、

能力、資格等で昇進パターンや職場配置などを柔軟に行う複線型人事管理の導入

を促進する。

第３章第３章第３章第３章



●フレックスワークに対応した人事管理制度の確立
仕事の評価を働いた時間の長さではなく、仕事への貢献度で評価する人

制度を確立する。そのため、目標管理による新たな業績（成果）評価体系

裁量権の現場レベルヘの委譲などを行う。
●個人のキャリア形成を重視した人事管理制度の確立

労働市場で通用する個人の職業能力の専門性を高める。それは、狭い意

専門性ではなく、マルチ専門型の複合的な専門性を高める。具体的には、

専門に対して、そこに関連した知識や経験や能力をつけることによって、

変化にも柔軟に対応できるようにする。そのために、重点的に専門的能力

し、それを人事ローテーションで複合化していく。

工．労働時間の短縮

これまでのような長時間労働では、仕事、家庭、コミュニティ活動とい

ランスのとれた生活を送ることは困難である。また、個人が生涯にわたる

キャリア開発をするうえでも長時間労働は障害となる。労働時間の短縮

活の質」向上の基礎的条件であり、少なくとも年間1800労働時間を早期に

る必要がある。

＜今から準備しておくべきこと＞
●時間外・休日労働の縮小

長時間労働の主な原因の一つである時間外・休日労働を縮小するため、

法定割増賃金率を引き上げる。
●年次有給休暇の完全消化

年次有給休暇を取得しやすくするため、年次有給休暇とは別枠で、病気

たときに取得できる「療養休暇制度」、子供が病気になったときに取得

「児童看護休暇制度」を導入する。
●長期休暇制度の導入促進

労働時間の短縮だけではなく、個人の生涯職業能力を開発するための「

ント休暇制度」、個人のリフレッシュとゆとりの創造をめざした「リフレ

休暇制度」、あるいは目的を限定しない長期休暇制度など、長期休暇制度

を促進する。
●学校完全週休２日制の導入

完全週休２日制を普及する一環として、現在、月１回の週休２日制にな

る学校に、早期に完全週休２日制を導入する。
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(2) 転職が自由にできるような個人中心のシステム
転職の自由は、一つの集団に縛り付けられることなく、個人の多様な働き方を

支える具体的な条件として位置づけられる。この転職の自由を拡大するためには、

今まで集団に依存せざるを得なかった制度を個人中心の制度に改める必要があ

る。

ア．個人のキャリア開発制度

転職が容易にできるためには、個人が労働市場で通用する職業能力を身につけ

ていることが必要となる。そのため、個人の技能（skill）と洞察力、すなわちよ

り高度な知識や技術を習得し、それを創造的に生かす生涯職業能力を育成するキ

ャリア開発制度が必要である。

＜今から準備しておくべきこと＞
●個人が行うキャリア開発への支援

労働市場の流動化を前提にして、社会全体として貴重な人的資源を長期にわた

って活性化する観点からも、個人が行うキャリア開発に対して公的に支援する。

このため、個人がどのようなキャリア開発を行ったらよいのかということについ

て、情報を提供するシステムを整備する。また、個人が行った教育投資に対する

優遇税制や融資などの資金援助制度を導入する。
●大学（大学院）の社会人への開放促進

個人が自己のキャリア開発を行う場として、大学（大学院）の果たす役割は大

きいものと考えられる。従来の若年中心の大学のあり方から、選抜制度を見直し

社会人が入りやすくするなど、制度的に社会人をも対象にした生涯のどの時点で

も教育が受けられる大学への移行をはかる。

イ．個人中心の制度

現在の制度では、たとえば財形年金のように企業等集団を通じて行う資金運用

が税制上有利な仕組みになっている。転職が個人にとって不利益にならないよう

にするためには、こうした税制など集団中心の制度を個人中心の制度に改める必

要がある。

＜今から準備しておくべきこと＞
●企業年金のポータビリティー

現在の企業年金は、ポータビリティ（企業間携帯可能性）が乏しい。ほとんど

の企業年金は年金受給のための最低勤続年数を定めており、しかも20～25年とい
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った長い勤続を定めているものも少なくない。こうした仕組みは個人が転

ときに不利益になるので、何らかの形でポータビリティーをもたせる、あ

勤続要件の緩和をはかる必要がある。
●個人貯蓄に対する優遇税制創設

企業を介在する財形年金は税制上の優遇措置が認められているが、これ

が完全に行う場合は優遇措置が認められていない。たとえば、個人が行う

降引き出しの金融商品に対しては、財形年金並みに優遇税制を認める、と

ような制度を創設する。
●個人に対する情報提供機能の強化

個人の情報収集能力は集団のそれよりも劣る場合が多い。金融情報制度

情報制度など、個人の市場交渉力を支援するための公的な情報提供システ

立・強化する。
●公的年金制度の一元化

現在の公的年金制度は厚生年金や共済年金などに分かれているが、雇用

化にともない各年金制度をわたり歩くケースが増えることが予想される。

た意味において、公的年金制度は一元化することが望ましい。

(3) 雇用の安定を支えることができるようなシステム
これからの雇用の安定確保は、労働市場の流動化を前提にして、失業を

ことなく、自由に企業を移れるようにすることではかられる必要がある。

ア．雇用の安定確保

従来、雇用の安定は終身雇用制度の下ではかられてきた。しかし、労働

流動化に対応した雇用の安定確保をはかるためには、個人と企業の交渉力

べく対等なものにするといった仕組みが必要となる。

＜今から準備しておくべきこと＞
●個人と企業の交渉上の地歩の対等化

働かないと生活に困る個人と、その個人を雇わなくても直ぐには困るわ

ない企業とでは交渉上の地歩が異なる。働く側に、しばらくは働かなくて

できる立場を与えるため失業保険制度を維持拡充する。
●労働時間短縮によるキャリア開発のための時間確保

個人にとって最も重要な雇用の安定確保策は、労働市場で通用する生涯

力である。自己のキャリア開発ができる時間を確保するため、労働時間を

る。
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イ．所得格差拡大の緩和

個人が仕事への貢献度に応じて報酬を受けとる実力主義のもとでは、個人間の

所得格差が拡大する可能性がある。社会的安定性を損なわないためにも、また親

の所得格差による次世代の市場での競争にハンディをつけないためにも、所得格

差の緩和が必要となる。

＜今から準備しておくべきこと＞
●所得再分配機能の重視

新しい雇用制度のもとにおける所得格差の拡大を緩和するため、所得再分配機

能を重視し、ナショナルミニマム的な保障機能を充実させていく。
●奨学金制度等の充実

親の所得格差によって、子供の世代に市場での競争にハンディをつけないため、

奨学金制度等を充実し、個人の能力と希望に沿った学校教育が受けられるよう支

援する。

２　暮らし方自由な社会
個人と家族の関係は、世帯単位の発想から個人単位の考え方に転換し、ライフス

テージに応じた住宅の選択、個人が自由に受けられる介護サービス、在宅介護を容

易にする住宅のバリアフリー化が、個人の自由な暮らし方を支える基本的なシステ

ムとなる。

(1) 多様な住スタイルの選択ができるようなシステム
個人がライフスタイルを自由に選択できる条件の一つとして、生活の基盤であ

る「住む」ことに対する多様なニーズが満たされていなければならず、そのため

には次のような条件整備が必要となる。

ア．多様な住宅の供給

個人の住生活の幅を広げ、多様な選択を可能にする住宅の供給が必要である。

とくに持ち家に比べて個人のライフステージに応じた住み替えのしやすい良質な

賃貸住宅の供給が課題となる。

＜今から準備しておくべきこと＞
●賃貸住宅の供給促進
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公共賃貸住宅の供給を促進する。とくに世帯人員３～５人の標準的な世

および中堅所得向け公共賃貸住宅の供給を促進する。供給にあたっては、

借地借家法に基づく一般定期借地権制度を活用し、安価で良質な公共賃貸

供給に努める。

また、民間のバリアフリー賃貸住宅の供給を促進するため、バリアフリ

建設に対する支援制度を創設する。
●低所得高齢者に対する家賃補助の維持拡充

民間賃貸住宅に入居している低所得高齢者に対する家賃補助を維持拡充

イ．老後用住宅の安定確保

非持家者は老後の住生活に対する不安を抱くことが多い。賃貸住宅の場

後の家賃負担に耐えられるかということに対する不安である。これを解消

めには、安心して住むことができる老後用住宅の安定確保が必要となる。

＜今から準備しておくべきこと＞
●終身利用権方式の住宅供給の促進

終身利用権は一時金を支払うことにより、指定された住宅（空間）を本

は夫婦が死亡するまで利用できる権利である。所有と異なり転売や相続は

いが、老後に安心して住める住宅の確保というメリットがある。また、所

移転が伴わないため、比較的低廉な価格設定が可能と考えられる。老後用

安定確保のため、持家、賃貸と並ぶ方式として、一般の住宅供給において

用権方式による住宅供給を促進する。
●持家取得と同様の優遇制度の導入

終身利用権を購入するときに、住宅財形あるいは税制上持家の取得と同

優遇措置を受けられるようにする。

ウ．居住用資産の活用

居住用資産はもっているがフローの現金収入のない人が、住み慣れた自

や地域で暮らすことを希望する場合、自己の居住用資産を老後の生活に役

ことができる制度が必要である。

＜今から準備しておくべきこと＞
●居住用資産を担保としたローン方式の一般化

持家に居住したまま、これを担保として在宅生活資金の融資を行い、利

死後に精算する居住用資産を担保としたローン制度を普及する。その際、
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の生存中に担保切れになる可能性もあるので、生存期間にかかわらず資産価値に

応じて最初に設定した金額を全額払うことにより、資金なり在宅介護サービスを

受けられるようにする制度の導入をはかる。
●高齢者の財産保全アドバイザー制度の導入

高齢者や両親死亡後のハンディキャップをもった人の財産を守るため、財産の

保全、管理、有効利用などのサービスを提供する公的機関による「財産保全アド

バイザー制度」を導入する。

工．住宅のバリアフリー化

住宅のバリアフリー化は、高齢者やハンディキャップをもった人の自立、介護

費用の軽減効果、介護のしやすさ、家庭内不慮の事故の減少など、そのもたらす

効果は大きいことから、すべての住宅のバリアフリー化を促進する。

＜今から準備しておくべきこと＞
●情報提供の強化

公的機関の相談窓口を明確化するとともに、バリアフリー住宅に関する情報を

網羅したマニュアルを作成する。
●新築住宅のバリアフリー仕様へのインセンティブ

バリアフリー仕様は、建設後に改造するよりも、新築時に最初から取り入れた

ほうが費用的に格安となるので、公営住宅についてはすべてをバリアフリー仕様

にする。また、民間住宅については、バリアフリー仕様を努力義務化し、金利な

ど公的融資の優遇措置等によるインセンティブ導入をはかる。
●既存住宅に対する支援制度の創設

既存の住宅については、要介護者の有無にかかわらず、住宅改造時のバリアフ

リー仕様に要する費用を政策的に支援する制度を創設する。

(2) 介護の自己決定ができるようなシステム
個人が自由に介護サービスを選択できるように、サービス供給主体のあり方を

含めて現行の選別主義を見直し、個人が自由に介護サービスを選択できるように

する。そのためには次のような条件整備が必要となる。

ア．介護の自由選択

個人の自由選択を重視し、介護サービスを救貧対策的な選別主義から、誰もが

利用できるものにし、利用者が介護サービスを自由に選択できる仕組みをつくる

必要がある。
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＜今から準備しておくべきこと＞
●現行「措置制度」の見直し

現行の「措置制度」について見直しを行い、介護サービスを個人が自由

できる新たな供給体制を確立する。
●介護サービス供給の民営化促進

ホームヘルパーの派遣等在宅介護サービスについては、時間やメニュー

間の創意工夫と効率性を生かして、個人の多様なニーズに応えられるサー

給をするため、公的機関による供給体制の整備充実と合わせて、民営化に

もその促進をはかる。

施設介護については、生活基盤整備として公的機関が整備し、その運営

に委ね、適正な競争原理のもとで効率的で柔軟なきめ細かいサービスが提

るよう公設民営化を促進する。
●「介護情報センター」の設置

個人が自己の責任で選択し、行動するためには、情報の適切な提供が前

る。施設・在宅介護サービス、福祉機器、住宅改造、ボランティアなど介

するすべての情報を総合的に提供する「介護情報センター」を設置する。

提供にあたっては、情報通信網を利用して個人が自宅からでもアクセスで

うにする。

イ．介護サービスの充実

介護サービスヘのニーズは、従来の画一的なものからきめ細かなより質

のへと高度化しており、生活の質を重視した介護サービスヘの転換が必要

＜今から準備しておくべきこと＞
●個室化等居住性を重視した施設の質的向上

「施設も住宅である」という考え方の下に、居住性を重視した施設の質

をはかる。とくに、施設の個室化は人権確保という面からも、生活の質を

る点からも促進すべきであり、個室化に向けた補助政策を導入する。
●痴呆性老人対策としてのグループホームの導入

痴呆性老人対策として「大規模な病院や施設ではなく小規模な家庭的な

で」ケアを行う「グループホーム」の導入を促進する。

ウ．ヒューマン・リソースの確保充実

介護サービスを十分に供給できるためには、サービスを担うホームヘル

どヒューマン・リソースの確保充実が必要となる。
31313131

に選択

など民

ビス供

ついて

は民間

供でき

提とな

護に関

情報の

きるよ

の高いも

である。

的向上

重視す

雰囲気

パーな

第３章第３章第３章第３章



32323232

＜今から準備しておくべきこと＞
●介護従事者の職独占による専門職化

介護という職業が従事者にとって魅力のあるものにするため、施設間の移動、

施設内介護、施設利用型在宅介護、訪問介護といったサービスの多様化に応じた

職種間の移動とキャリア形成が自由にできるようにする。このため、高度の専門

性を要する職については、将来的には看護職のように職独占による専門職性の強

化をはかる。
●待遇改善

施設経営や人事マネージメントの高度化をはかり、賃金、勤務時間、休日・休

暇、福利厚生、研修機会の拡大など、介護従事者の労働条件の待遇改善をはかる。

また、パート労働等の柔軟に働ける雇用形態が必要であるが、研修機会の拡大等

により、パートで働く人でも経験を積んで努力すれば資格を取得できるような仕

組みを設ける。
●養成体制の整備

公設民営による介護従事者の養成校を設置する。

工．介護費用の支援

要介護者の費用負担を軽減するための財政的な支援制度の創設と、そのための

財源調達のあり方について国民的な合意を形成する必要がある。

＜今から準備しておくべきこと＞
●支援制度と財源調達の検討

介護サービスを民営化した場合、介護費用負担を軽減する支援制度が求められ

る。そのため、障害の程度に応じて一定額を支給するための財源を確保する仕組

みを考える。

(3) 家族関係において個人が中心となるようなシステム
個人の自立と選択を尊重する観点から、家族関係における世帯単位の考え方か

ら、個人を中心にした仕組みに移行する。

ア．姓の選択

現行制度のもとでは、結婚すると必ず夫婦の一方が姓を変更しなければならな

いが、姓の変更は社会的活動の上で不都合が生じることもあるので、夫婦が、同

姓にするか別姓にするかを選択できるようにする。
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＜今から準備しておくべきこと＞
●夫婦同姓・別姓の選択制度の導入

個人の自由選択によって、夫婦同姓にするか別姓にするかを自己決定で

婦同姓・別姓の選択制度を導入する。

イ．個人単位の税制・社会保険制度

働き方など個人の行動に対して、制度のあり方を原則として中立的なも

るため、世帯を単位とする税制・社会保険制度を個人を単位とする仕組み

行させる。

＜今から準備しておくべきこと＞
●配偶者控除、配偶者特別控除の廃止

被扶養配偶者の年収が100万円未満の場合に適用される配偶者控除と、

の年収が1,000万円以下で被扶養配偶者の年収が130万円未満の場合に適用

配偶者特別控除は、個人の行動に対して中立的とはいい難く、「就業調整

個人の働き方の選択に歪みを与えかねないため廃止することが望ましい。

また、個人が働いて得た収入に応じて社会保険料を負担し、負担に伴う

障を個人として受けられるように、パートタイム労働者へも社会保険の適

を拡大する。併せて、被扶養配偶者の年金保険料無拠出についても見直し

３　アクセス自由な社会
個人が生き生きとした生活を送る大切な条件の一つに豊かな人的ネットワ

形成があげられる。そのためには、車椅子に乗った人でも安全にまちのどこ

アクセスできる、コミュニティ活動や情報通信網にもアクセスできるような

整備がアクセス自由な社会を支えるシステムとなる。

(1) アクセス自由なまちであるためのシステム
車イスに乗った人でも自由に安全にまちの中を移動でき、しかも自然環

共生にも配慮した魅力ある都市であるためには、次のような条件整備が必

る。
ア．まちのバリアフリー化

高齢者やハンディキャップをもった人の安全で快適な移動を確保するた

特定多数の人が出入りする公共性の高い建物や道路、交通機関など、車イ
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った人にとっても利用しやすいバリアフリーのまちづくりを促進する。

＜今から準備しておくべきこと＞
●公共的建物のバリアフリー化促進

デパートや病院、劇場など不特定多数の人が利用する、一定規模以上の公共性

の高い建物について、新設の建物だけではなく、既存の建物についてもバリアフ

リー化を進める。そのためのインセンティブとして統一的な整備基準を定め、税

制上の特例、低利融資、政策補助などの支援措置を講じる。
●道路・交通機関のバリアフリー化

車イスがすれ違えるような幅の広い歩道の設置、スムーズに移動できる歩道の

連続化、歩道と道路の段差解消など、道路のバリアフリー化を促進する。

交通機関については、駅舎、ホーム、車両へのアクセスを改善する。とくに、

駅舎へのエレベーターの設置を促進する必要があり、そのための助成措置を拡

充・強化する。

また、日常生活で目的地への移動の手足となる路線バスについて、低床バスや

リフト付き路線バスの普及・拡大をはかる。

イ．魅力ある都市づくり

まちに出ることが安全であるだけではなく、外出したくなるような美しいまち

なみがあり、緑の多い自然環境と共生した質の高い魅力ある都市づくりを進める

必要がある。

＜今から準備しておくべきこと＞
●まちなみづくり

景観を配慮した調和ある建物、コミュニティ空間の確保、電線類の地中化、道

路緑化など、将来ビジョンを明確にした都市計画をたて、地域の特性を反映した

魅力ある美しいまちなみづくりを進める。
●自然環境共生型の都市づくり

みどり豊かな都市公園や親水性のある河川整備などを通して、人間にとって魅

力あるだけではなく、他の生き物の生存にも配慮した自然環境共生型の都市づく

りを推進する。

その際、都市公園、河川、図書館等の公共施設などをネットワーク化する安全

で魅力ある長距離散策路の設置を進める。
●「福祉のまちづくり条例」の制定

バリアフリーのまちづくりや魅力ある都市づくりを、建築基準条例と一体とな

第３章第３章第３章第３章



って、総合的に取り組むために「福祉のまちづくり条例」を制定する。

(2) コミュニティ活動ができるようなシステム
個人の生活の豊かさを支えるものとして人的ネットワークがあるが、こ

トワークを形成するものとしてコミュニティ活動が位置づけられる。コミ

ィ活動に誰もが参加できるためには、次のような条件整備が必要となる。

ア．「現役時代」から仕事以外の活動へ参加できるような条件の整備

若い頃から仕事以外の趣味や地域活動、ボランティア活動などをしたい

れに参加できる条件の整備が必要である。

＜今から準備しておくべきこと＞
●労働時間の短縮

若い頃からコミュニティ活動に参加できるためには、それを可能にする

確保が条件となる。そのためにも、時間外労働の削減や長期休暇の普及な

働時間の短縮を積極的に推進する。
●仕事以外の活動へのソフトランディングプログラムの開発

仕事一辺倒の生活から、個々人の人生設計に即した仕事以外の活動にソ

ンディングできるプログラムを開発する。併せて、趣味の講座やボランテ

動など各種のコミュニティ活動に関する情報提供機能を整備・充実する。

イ．コミュニティ活動への支援

趣味の会、学習サークル、ボランティア活動など小集団活動にアクセス

くするための条件整備が必要である。

＜今から準備しておくべきこと＞
●学校等公共施設の開放促進

誰でも利用できる集会・交流、学習やスポーツの場の提供など、コミュ

活動に必要な場を確保するため、学校を中心とした既存公共施設の開放を

る。その際、開放の促進にとって障害となる規制があれば廃止もしくは緩
●個人への支援

学校の空き教室や体育館、運動場などを活用し、文化・学習講座、スポ

室、ボランティア講座、料理など家事技術習得の講座などの開催を通して

以外の活動に参加することを望む個人に対する支援を行う。
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ウ．健康づくりへの支援

個人がコミュニティ活動も含めた生活をより楽しむ条件として、健康の豊かさ

を維持していく必要がある。

＜今から準備しておくべきこと＞
●健康づくりの場の整備

学校施設等を利用したトレーニングルームの設置やスポーツ教室の開催など、

個人が気軽に健康づくりが行えるような場づくりを進める。

(3) 情報に自由にアクセスできるようなシステム
各種の情報に自由にアクセスできることが、個人が自己の責任で選択し、行動

するにあたっての基礎となる。そのためには、次のような条件整備が必要となる。

ア．情報インフラ整備の強化

情報通信網を通じて、まちにでなくても、家にいながらにして必要な情報にア

クセスできるように情報インフラ整備の強化が必要である。

＜今から準備しておくべきこと＞
●情報のネットワーク化

情報提供機能を強化するため、雇用やキャリア開発に関する情報、健康・医

療・介護に関する情報、学習・趣味・ボランティアなどのコミュニティ活動に関

する情報など、様々な情報が情報通信ネットワークヘのアクセスにより入手でき

るようなシステムを構築する。
●情報化時代に合わない規制の見直し

情報機器を活用した「遠隔医療」が可能になるよう医師法を見直すなど、情報

化時代に合わない規制については必要な見直しを行う。

イ．情報通信網へのアクセス

情報だけではなく、グローバルなレベルでの人的ネットワークを拡大できる可

能性をもった情報通信網へのアクセスを、今までアクセスしたことがない人でも

容易に行えるための条件整備をはかる。

＜今から準備しておくべきこと＞
●操作の容易な機器の開発

誰でもが簡単に取り扱うことができる情報機器の開発を促進する。
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●学習プログラム
コミュニティスクール等で情報通信ネットワークの学習プログラム講座

し、情報通信機器の操作や情報通信ネットワークの活用の仕方について学

るようにする。
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「第「第「第「第 4章」章」章」章」政策提言政策提言政策提言政策提言

第３章では市場の役割と政府の役割を区分せずに、自立と選択の超高齢時

える条件とその条件を実現していくために重要と思われる仕組みづくりにつ

べてきた。

この仕組みで「市場の持つ調整機能」を重視することが基本となり、ここ

府の役割は既存の制度の改廃や新しい制度の導入による市場ルールの公式化

中で市場調整機能がスムーズに作動するようサポートすること、さらにハー

フトを含めたインフラの整備、シビルミニマムの保障である。

そうした政府の役割を踏まえながら、この第４章では、第３章でとり上げ

のうち比較的重要で、しかも政府として早期に対応することが必要であると

れる政策について提言を行う。
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提言１　公的年金の賦課方式から積立方式への移行

老後の生活保障の中心となる公的年金の資金調達方法について、現在の賦課

方式から積立方式に移行する。

【 説　明 】
○２１世紀の超高齢社会では、雇用が流動化し、多くの人が職業生活の中で何度か

職場を変えることが一般的になっていると予想される。そのときに、老後の生活

保障の中心となる公的年金制度は、職場を変えることによって個人に不利益をも

たらすものであってはならない。人生設計がしやすくなるように保険料の支払額

と将来の受給額が連動し計算可能であること、個人の持ち分が特定され、しかも

職場を変えても持ち運びができる（ポータビリティが高い）個人に付随したもの

であることが望ましい。

○一方で、現在の公的年金の資金調達方法は、年金受給者の年金を同時代の若年世

代が支払う保険料によって賄う賦課方式となっている。この方式の下では、その

時々の人口構成によって若年世代の支払う保険料が変動し、しかも、個人が支払

う保険料と将来の年金受給額は連動しない。また、厚生年金と共済年金について

いえば、現在の仕組みでは、どちらか一つの制度の中で２０年といった長期間保

険料を支払ったほうが有利となる面もある。

○これに対し、積立方式は基本的に個人が支払った保険料の元利合計を将来年金と

して受け取る方式であり、個人の積立額と将来の年金受給額が特定される。した

がって、保険数理的に将来の年金受給額の計算が可能となり、また、個人に付随

したものであることから職場を変えても個人に利益・不利益をもたらさない中立

的な仕組みとなる。さらに、若年世代が支払う保険料に依存しないでもすむこと

になる。

○公的年金制度を個人中心の制度に改め、個人の人生設計をしやすくし、生き方の

自由度を高めるためにも、公的年金の資金調達方法について、現在の賦課方式か

ら積立方式に移行する必要がある。



提言２　夫婦別姓制度の導入

現在の民法第７５０条を改正し、婚姻の際に、夫婦が同姓にするか別

するかを、選択できるようにする。

【 説　明 】
○今後、雇用の流動化が進み、転職がしやすくなっていくことが予想される

個人の姓は築き上げてきたキャリアの連続性を保ち、個人のアイディンテ

を確立するうえで重要なものとなる。

○現在、夫婦の姓については、民法で「夫婦は、婚姻の際に定めるところに

夫又は妻の氏を称する。」（第７５０条）と定めており、夫婦同姓でなけれ

届を出せない（戸籍法第７４条第１項）ことになっているため、同姓にす

姓にするかを個人が選択できない。

○個人が自分の生き方を自由に選択できる社会では、意に反して姓を変更せ

得なくする夫婦同姓の強制は望ましいとは言えないので、姓の選択にあた

何よりも個人の意思を尊重し、個人が夫婦同姓・別姓を選択できるよう法

する必要がある。
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提言３　公的介護保険制度の創設

要介護者やその家族の費用負担を軽減するため、介護を必要とする人であれ

ば誰でも利用できる公的介護保険制度を創設する。

【 説　明 】
○今後の高齢化、とくに後期高齢者層の増加により、介護を要する高齢者の激増が

予想されており、必要なサービスを総合的に提供する体制の整備が緊急の課題と

なっている。このため、サービスの供給面では、高齢者保健福祉十カ年戦略（ゴ

ールドプラン）」などによりその整備が推進されているが、介護費用の財源調達

については、未だ解決困難な問題として残されている。

○現在、要介護者の多くが家族によって介護されているが、核家族化などにより家

族の介護機能が低下する中で、家族に依存した介護は今後かなり困難になってい

くものと考えられる。しかも、公的な施設介護や入院に比べて、在宅の要介護者

に対しての公的支援は少なく、費用の大半は家族の負担となっている。

○誰でもが安心して老後を迎えられるために、また、家族の経済的、精神的、肉体

的な負担を軽減するためにも、介護サービスの供給体制を整備・充実するととも

に、費用の面でサービスの供給を受けやすくすることが必要である。

○そのためには、サービスの利用時に負担が少なく、誰もが利用可能な公的介護保

険制度を創設し、その財源を社会全体で広く薄く負担することが最良の方式であ

ると考えられる。公的介護保険制度の導入は、費用面で民間介護サービスを受け

やすくし、個人の選択の幅を拡大することにもなり、個人にとってメリットの大

きい仕組みである。

【 参　考 】
○ドイツの介護保険法案（1993 年６月に議会に提出され、現在審議中）の概要
①給付：在宅介護と施設介護を対象に障害の程度に応じて給付

・在宅介護　現金給付（介護手当）または現物給付（介護サービス）

介護手当　月額400マルク、800マルク、1,200マルクの３段階(1ﾏﾙｸ＝約60円)

介護ｻｰﾋﾞｽ　月25時間、50時間、75時間の３段階

・施設介護　月額 2,100 マルクを限度に給付

②財源：賦課方式による保険料

③保険料率：賃金の 1.6％で労使折半

（資料：海外社会保障情報「ドイツの長期ケアと介護保険」NO104・1993．秋）



提言４　介護施設の入所基準の緩和と個室化の促進

(1) 介護施設の入所基準の緩和

公的機関が介護施設への入所者の資格を審査し、入所を決める現在

制度について、措置という言葉の廃止ととともに制度の見直しを行い

する人が誰でも施設に入所できるように入所基準の緩和とあわせて介

の整備を促進する。

(2) 個室化の促進

「施設も住宅である」という考え方にたって、介護施設についても

を重視したものにすべきであり、とくに個室化は人権の尊重という面

要であることから、個室化を促進するための政策補助制度を導入する。

【 説　明 】
(1) 介護施設の入所基準の緩和

○老人福祉法第１１条第１項第３号では「身体上または精神上著しい障害が

めに常時の介護を必要とし、かつ、居宅においてこれを受けることが困難

については特別養護老人ホームに入所の措置を採らなければならないとさ

の規定に基づいて、公的機関の審査を経て施設への入所が認められること

○しかし、核家族化や女性の社会進出などが進み、家族の介護力が低下して

る現在、家族の状況の如何にかかわらず、個人の選択を重視し、希望する

でも介護施設に入所できるように入所基準を緩和する必要がある。

○また、入所が認められても施設が不足していると長期間待機せざるを得な

り、あるいは希望する施設に入所できないことになるため、介護施設の整

層促進し、利用者が希望する施設に何時でも入所できるようにする必要が

(2) 個室化の促進

○特別養護老人ホーム等は、基本的には居住施設であり、しかも多くの場合

で生活する利用者にとって終の棲家となるものである。しかしながら、居

として最低限必要と考えられる個室化への取り組みはあまり進んでいない

状である。

○様々な人生の経歴を持ち、人生に対する様々な価値観を持って生きてきた

が、最後の人生を大部屋で一緒に生活させられ、個人の生活の場を持てな

は苦痛でもある。

○あくまでも利用者の人権と選択を重視する視点で、個室を希望する人が、

入れるような体制を整備していく必要がある。
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提言５　住宅のバリアフリー化を促進する支援制度の創設

すべての住宅のバリアフリー化を促進するため、新築住宅、既存住宅の両方

について、要介護者や高齢者、ハンディキャップをもつ人の有無にかかわらず、

住宅をバリアフリー仕様にする場合、各種住宅融資や税制面での優遇措置ある

いは政策補助等を行う新たな支援制度を創設する。

【 説　明 】
○日本の住宅は玄関や敷居など伝統的に段差が多く、身体的能力が低下する高齢者

が住み続けるのは困難な構造になっているため、段差の解消や手すりの設置など

を行うことにより、高齢者が、人手を借りずに自立した生活が送れるような工夫

を施したバリアフリー住宅を普及させる必要がある。

○建設省建設政策研究センターの報告書が、住宅の新築時に高齢者仕様とすること

により、将来介護が必要となった場合の介護費用の軽減がどれだけ見込めるかを

算定しており、これによると、杖歩行程度の高齢者がほぼ自立できるように、段

差解消及び手すり設置の基本仕様を施した住宅（高齢者住宅Ｉ）と、重度障害の

高齢者を対象として、Ｉの仕様に玄関スロープ設置やトイレ・浴室面積拡大など

を付加した住宅（高齢者住宅II）の２タイプの建築費用のアップ分は、高齢者住

宅Ｉが５４万円、高齢者住宅IIが４００万円となっている。一方、介護費用軽減

額は高齢者住宅Ｉが２８０万円、高齢者住宅IIが４５３万円となっている。この

費用対効果は、高齢者住宅Ｉが5.2倍、高齢者住宅IIが1.1倍となり、国全体とし

ては2025年までに11.5兆円の経済効果が期待できるという。

○このように、バリアフリー住宅は介護費用の軽減の面でも効果があり、また、高

齢者の自立、家庭内不慮の事故の防止による寝たきりの減少をはかる上でも不可

欠であることから、すべての住宅についてバリアフリー化を促進する必要がある。



提言６　学校の完全週休２日制の導入と施設の開放等の促進

(1) 学校の完全週休２日制の導入

完全週休２日制の普及を促進するため、取り組みが遅れている公立

の完全週休２日制を早期に導入する。

(2) 学校施設の開放等の促進

公立学校は、コミュニティ活動の場として多面的に活用できる施設で

その開放をさらに進めるとともに、余裕教室等のコミュニティ施設化

福祉施設化を促進する。

【 説  明 】
(1) 学校の完全週休２日制の導入

○労働時間の短縮は、個人が生涯の各段階において、労働、学習、余暇など

配分を自由に設計でき、真に豊かさを感じられる生活を築き上げていく上

欠の課題である。

○その基本となるのは完全週休２日制であり、完全週休２日制がすべての人

される週休２日制社会を実現していく必要がある。

○とくに学校完全週休２日制の導入は、子供のときから余暇のすごし方を習

バランスのとれた豊かな人生を可能にしていく上で極めて重要であること

その早期実現をはかる必要がある。

(2) 学校施設の開放等の促進

○個人が真の豊かさを実感できるようにしていくためには、職場、家庭だけ

く、共通の趣味や関心に基づく人と人の交流を通して個人生活の充実をは

いくことが必要である。

○人と人の交流は、趣味のサークル、学習会、ボランティアなど様々なコミ

活動の中から生まれる。こうした活動に対して、公的機関が場の整備・提

極的に関与していくことが望まれる。

○とくに学校施設は、集会・展示施設あるいはクラブハウスとして、また文

習活動、体育・レクリエーションの場としても多面的に活用できる貴重な

あることから、その開放を促進する必要がある。

○また、少子化傾向により児童・生徒数の減少が見込まれることから、国の

ュニティ―余裕教室活用型―施設整備事業」を活用するなど、将来とも恒

余裕となると見込まれる普通教室（余裕教室）等を転用し、コミュニティ

老人福祉施設として利用できるようにする必要がある。
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提言７　情報通信システムの充実によるエンパワーメントの促進

情報通信機器・システムの活用による個人のエンパワーメント（能力の向上）

の可能性に注目し、個人が自分の生き方を自分で決定できるようにする必要が

ある。とくに、高齢者やハンディキャップをもつ人々が利用しやすい情報通信

機器の開発及び情報通信システムの整備を促進するとともに、高等教育機関等

における能力開発の機会の平等を確保するため、入学方法の見直しや施設等の

整備充実を進める。

【 説　明 】
○高齢者やハンディキャップをもつ人々は、日本社会においては「弱者」の立場で

あったが、個人が多様な生き方を選択できる超高齢社会にあっては、一人ひとり

が持てる能力を開発し、その能力に磨きをかける機会が平等に保障されていなけ

ればならない。

○情報化の進展により、高齢者やハンディキャップをもつ人にとっても、情報機器

を使いこなすことによって「障害」の不利が軽減され、エンパワーをはかること

ができるようになった。

○さらには、情報通信ネットワークを利用することにより、多種多様な人からの情

報の送受信もできるようになる。これは、単なる個人の「社会参加」の拡大とい

ったレベルにとどまらず、社会にとって新たな「価値の創出」につながるもので

あり、社会全体の活力を増すことになる。

○このため、ハンディキャップをもつ人の能力も十分に伸ばす機会を保障するため、

道具として使いやすい情報機器の開発や、利用しやすい情報通信システムの整備

を促進するとともに、高等教育機関等による能力開発の機会の平等を確保する必

要がある。学びたい人には「学習」という選択肢を選びとれるように、現在、高

齢者やハンディキャップをもつ人にとって不利となっている高等教育機関の入学

方法の見直しや、エンパワーメントがはかれるように施設等の整備充実をする必

要がある。
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Ｉ県民意識調査結果

－調査概要－－調査概要－－調査概要－－調査概要－
１　調査の目的

本調査・研究の一環として、神奈川県民対象の調査を実施した。この調査は、現在の神

の働き方、住まい方、社会活動への参加等についての実態と将来へ向けての意識を把握し

時代において求められる社会・社会システムの検討に役立てることを目的としたものである

２　調査対象の抽出

(1) 調査対象者
①　神奈川県在住の４０～６４歳の壮年者

②　神奈川県在住の６５～７９歳の高齢者

（いずれも平成４年 10 月１日の住民基本台帳に基づく）

(2) 抽出方法
層化二段無作為抽出法

３　調査方法

訪問留置（自記入を原則としたが、高齢者層については質問の読み上げなどを一部併用

４　調査項目

（比較のため、壮年層、高齢層とも基本的に共通内容としたが、当然ながらどちらかの

しか意味のない質問等については若干の相違がある。）

①　生活意識・価値観

経済的ゆとり度／生活満足度、等

②　職業生活の状況

有職者の就労環境／無職者の就労阻害要因／高齢期就労への意欲、等

③　ライフコース

職業遍歴／居住地遍歴、等

④　生活行動

余暇・学習活動／社会奉仕活動への参加意欲や参加阻害要因、等
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⑤　高齢期の過ごし方

生活原資／介護、等

⑥　家族状況

家族構成／家族の絆／家庭・家族の役割に対する考え方、等

⑦　社会サービス

都市機能、社会資本に対する満足度

５　調査実施期間

自　1992 年（平成 4 年）11 月 26 日

至　1992 年（平成 4 年）12 月 16 日

６　サンプル設定・回収状況

設定サンプル数1,500サンプル（高齢者750、壮年層750）に対し、回収数は1,102サンプルで、回

率73.5％であった。

回収不能配 布

人

回 収

人 人
転居 長期

不在
一時
不在

住居
不明

拒否 その他

全 体 1,500
(％)

1,102
73.5

398
26.5

26 35 103 27 195 12

高齢者 750
(％)

568
75.7

182
24.3

12 21 42 16 82 9

壮年者 750
(％)

534
71.2

216
28.8

14 14 61 11 113 3

７　調査実施機関

調査の企画・設計・実施・分析は、当センターと適宜協議しながら、以下の機関が行った。

〔企画・設計・分析〕：社団法人 日本リサーチ総合研究所

〔調査実施〕 ：社団法人 新情報センター
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－調査結果要旨－－調査結果要旨－－調査結果要旨－－調査結果要旨－

１　調査回答者のプロフィール

・調査回答者の平均年齢は壮年層51歳、高齢層71歳で、男女別構成は両層とも若干女性（53

が多い。

・住居は壮年層の７割、高齢層の８割弱が持ち家（一戸建、共同住宅）である。

・世帯年収は、壮年層平均で約730万円、高齢層平均で約460万円で、壮年層平均は全国の平

計調査ベース、約660万円）に比べやや高めである。

　なお暮らしの中での不時の出費への備えがあるか等でみた「暮らしのゆとり度」による、

の85％、高齢層の90％近くが基礎的な暮らしは満たされており（基礎的充足層）、また壮

50％弱、高齢層の60％は「豊かな生活層」以上に分類される。

・居住地域は、横浜、川崎の大都市部が半数、他の半数が横須賀・三浦、県央・津久井、湘

部地区となっている。

２　働き方の実態と意向

(1)  就労実態

　収入を伴う仕事をしている人（壮年層の 76％、高齢層の 30％）を対象にみると

　・就労形態は、壮年層の６割強が給与生活者だが、高齢層では給与生活者は 35％で、自

（23％）やパート・アルバイト（25％）の割合が高まっている。

　・就労条件は、壮年層は過半数が何らかの形の週休２日制になっている。高齢層では、自

どの割合が高いことから「決まっていない」が32％になっている。

(2)　理想の就労形態

・現在の仕事の目的は、壮年層では「能力・経験を生かす」、「生きがい」「健康維持」、「

つきあい」、「社会に役立つ」などの各目的が３～４割と広がっているが、高齢層では「

持」が６割と飛び抜けて高い。

・仕事を続けたい年齢は、壮年層は65歳ぐらいまでが多いが、高齢層では自分の年齢の２

先という割合が高い。

・理想の仕事人生については、壮年層では「途中休業」型や「転職」型に違和感が少ない

し、高齢層は「終身雇用」型への支持が相対的に多めである。
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３　暮らし方の実態と意向

(1) 現在の住まい方（家族形態）

・平均家族人数は、壮年層3.8人、高齢層3.4人。

・家族人数別で多いのは、壮年層は３～４人、高齢層は２人で壮年層での核家族化、高齢層での

夫婦のみが多いことを示している。１人暮らしは、高齢層で８％と壮年層２％よりかなり高く

なっている。

(2) 住まいの環境

・現在の住まいの周辺に多いものは、公園・緑地、病院・診療所（大病院以外）などである。

・周辺にあれば便利と思うものは、「美術館・コンサートホール」、「デパート」が高くなってい

る。

・周辺のものについては、壮年層の方が高齢層より現状認識、欲求とも高い傾向がみられるが、

「総合病院・救急病院」については高齢層の欲求のほうが高めである。

(3) 住まい方の経緯と安定意向

・現住所での居住期間は、壮年層・高齢層とも、５～６割が20年以上になっている。

・現住所の定住意向は、壮年層・高齢層とも、７～８割以上がずっと住みたいとしているが、こ

の定住意向は年代が上昇するにつれて強まる傾向がある。

４　家族・社会の関係

(1)  家族との関係

・老親と子供との同居意識に関連するものは、高齢層より壮年層の方が「一緒に住む」や「近く

に住む」などの割合が低い傾向があり、年代別にみるとこの同居意識の弱まりがより鮮明にあ

らわれる傾向となっている。

・女性の生き方については、「女性は結婚すべき」「女性は育児に専念すべき」「子供を作るべ

き」といういわば伝統的意見はいずれも壮年層の方が高齢層より低く、若い世代での意識の変

化が明瞭である。

・夫婦関係は、「夫唱婦随」には高齢層ほど支持が高いが、40～50代ではすでに支配的な考え方

ではなくなっている。また、「家事・育児の夫婦分担」には壮年層の方が支持が高めだが、「夫

唱婦随」ほどの支持の差はみられず、各年代に浸透しつつある考え方といえる。

・親が子供に残す（与える）べきものとしては、「子供をしつける」「財産を残す」のが親の責任

という考え方は壮年層では支配的でなくなりつつある。特に「財産を残す」べきという考え方

は高齢層でも支配的とはいえないが、壮年層においては否定的な意見が過半を占める。

(2)　社会活動への参加

・現在行っている余暇活動は、「国内旅行」が壮年層・高齢層とも最も多い。両層とも男性はス

資料編資料編資料編資料編



ポーツの割合が高く、女性は旅行の割合が高くなっている。

・壮年層が老後にしたいものは、「国内旅行」「人の輪を広げること」「スポーツ」

また高齢層がいう一番好きなものは、「国内旅行」が断然多く、その他では「芸術の鑑

の輪を広げること」などがある。

・社会奉仕活動参加の条件としては、まず活動のための「勉強」が必要とされており

「家族の理解」「活動の場、仲間の存在」などが重要とされている。「時間・回数が少な

とも重要である。

５　「いま」の生活と「老後」の生活

(1) 経済的生活設計

・いまの生活の満足度は、壮年層・高齢層とも６～７割が満足しており、年代が上昇す

まる傾向がある。

・「老後」とは、壮年層にとっては65～70歳以上だが、高齢層ではやや高く70～75歳以

齢には無関係という認識は高齢層の方が高い。年齢が上がるほど「老後」の年齢も上昇

・「老後の収入構成」は、高齢層では現状でも「公的年金・恩給」が主（６割）だが、

てはこの比率がさらに高まっている。壮年層でも「公的年金・恩給」を主としたい意

だが、個人の裁量にかかわる貯蓄・利子などを収入源にしようという意識も、高齢層

まっている。

(2) 高齢者にとって快適な社会・暮らし

・高齢期に配偶者に望む生活は、「社会と交流」し、「やりたいことを家族に気兼ねなく

とを望むものが半数以上と多くなっている。

・体が不自由になったら、誰に世話を頼みたいかについては、特に男性（壮年、高齢

「配偶者」が最も多いが、女性では自分の子供への期待が高めである。壮年層では有

ームなども高く、高齢層における家族の重視傾向とは若干傾向を異にしており、今後の

のポイントを示すと思われる。

・高齢者にとって快適な都市に必要なものとしては、特に「市町村の福祉施設」、「高齢

できる道路・交通機関」、「公的な在宅サービス」が多くあげられている。

(注) 調査結果の詳細については、調査委託の結果をとりまとめた『「超高齢時代の社会システム」調査・研
（1993年３月（社）日本リサーチ総合研究所）に記載
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II有識者調査結果

〈調査の概要〉〈調査の概要〉〈調査の概要〉〈調査の概要〉

本調査研究の一環として、大学・研究機関や企業の企画・管理部門等に在職する人を対象とした

有識者アンケートを行った。この調査は、高齢者が生きいきと暮らせる社会のあり方について、就

労、社会参加、家族の役割、住まい等について、主として自由記述による意見・提案を求めたもの

である。

本調査の実施概要は次のとおりである。

調査時期　　　平成５年２月

調査方法　　　郵送法

対象者数　　　５００名

回答者数　　　１７０名

　　　　　（大学・研究機関）38 名

　　　　　（自治体）　　　　16 名

　　　　　（報道・評論等）　24 名

　　　　　（企業等）　　　　89 名

　　　　　（その他）　　　　 3 名

回答者の性・年齢別構成

　　　  ①　性別構成：

　　　　　　　　男  性：  142 名（83.5％）

　　　　　　　　女  性：   27 名（15.9％）

　　　　　　　　無回答：　　1 名（ 0.6％）

　　　　②　年齢別構成：

　　　　　　　　20 歳代 ： 7 名（ 4.1％）

　　　　　　　　30 歳代 ：22 名（12.9％）

　　　　　　　　40 歳代 ：48 名（28.2％）

　　　　　　　　50 歳代 ：81 名（47.6％）

　　　　　　　　60 歳以上 ：11 名（ 6.5％）

　　　　　　　　無回答 ： 1 名（ 0.6％）
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－調査結果－－調査結果－－調査結果－－調査結果－

１．就業継続の条件

（健康な高齢者で就業への意欲がある人が就業を続けられるための条件）

健康な高齢者が、本人の就業意欲があるのに、職場や労働力市場、あるいは家庭の事情で、就労

を断念しなければならない状況は、現実問題として非常に多い。

そのための対策として、回答の多かったのが、高齢者が働きやすいように労働時間や日数を弾力

的なものにする、そして就労によって収入を得ることが公的年金の支給面で不利にならないような

措置をとること、などである。自由記述回答では年金制度面での改革を求める声が多い。その下で、

弾力的な就労を継続できるようなシステム作りが望まれている。これに対して、高齢者雇用を義務

づけたり、企業の高齢者雇用の障害となるような退職金制度のあり方を是正するといった、高齢者

雇用を企業に対して制度的に誘導する施策に対しては必ずしも多数意見とはなっていないようであ

る。
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【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　高齢者の増大と労働人口の減少にともない、現在の定年年齢（60～65）はもっと遅くなると考

えられるが、永久に同じ職場で働き続ける事は困難だろう。とくに人の集まりにくい業種は、そ

こで働くことが難しいという事でもあるから、職場の環境改善、合理化を進め、高齢者でも働け

る環境を政府の応援等によってすすめる必要がある。

また、高齢者のためのサービス産業がこれから必要とされるだろうから、新しい産業を起こし、

高齢者が参加できるようにする必要がある。【２０代男性】

■　日本型経営における雇用のシステムで、良い点を残しながら、従来足りなかった点（その一つ

としての高齢者就業）を充実させる必要がある。「日本型」は残す必要がある。

高齢者が生き生きと働けるようにするには、若年者の転職の機会も含めて、日本の雇用制度を

もっとフレキシブルにする必要がある。能力重視の賃金体系、定年の大幅引き上げ、労働時間や

日数の弾力化、労働時間の減少、高齢者や主婦労働者の能力に応じた待遇などが求められる。

【４０代男性】

■　①現行制度では、60～65歳までの公的年金支給は原則として停止という考え方で、例外として

減額支給となっている。この制度は質の良い労働力を無駄にしている。②高齢者といっても、健

康で十分労働に耐え得る人もかなり多い（議員がその好例）。働く意欲があり、能力のある高齢

者には職場をあたえるべきである。③退職金制度は公的年金と併せて見直しをするべきである。

【６０代男性】

■  一番重要なのは、働こうとする人の意識。肩書社会からの脱皮が容易な人はすぐ適応できる。

こうしたことを在職中から学習できるための機会をつくっておくことが必要。例えば地域活動参

加のための休職制度のようなもの。【４０代女性】

■  定年制廃止により、社会の意識は自然に高齢者の受け入れに向かう。また、高齢者の比率上で

の圧倒的な増大により、自然形で高齢者が生きやすい社会とならざるを得ない。シルバー産業も

続々と誕生・成長してゆくだろう。【３０代男性】

■  高齢者の就業能力には個人差が目立つ。また、自己評価と他人評価では大きく異なる場合も多

い。そこで、手段はいずれを選ぶにせよ、就業能力を持つ人材には、一年でも多く就労できるみ

ちをつくることが必要。定年退職後、急に体調をくずし、病床につく例も多く見てきた。やはり

労働時間など弾力的なものであっても「就業できる」ことは、人間にとってかけがえのない栄養

素となり得るといえる。【４０代女性】
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２．就業を離れられる条件

仕事をやめたいと考えている高齢者が、安心して仕事を離れられるようにする条件

逆に、生活のためなどで仕方なく働いている人が安心して仕事から離れる仕組みについては、一

番多かったのが、現在の、会社中心主義ともいえる社会の仕組みや、人々それぞれの意識の持ち方

への疑念である。高齢者本人の意識の持ち方を含めて、社会意識の変革が求められている。また、前

項の裏返しであるが、企業の定年制度と公的な年金制度とのリンケージも重要な問題となっている。
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    【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■  仕事をやめて、それ以外で生き生き生活するには、それなりの資金が必要。年金問題とからん

で、仕事をやめたいと考える高齢者は多いが、何もしないでいたいのではなく、やはり生きがい

を何かにもとめる。その生きがいの作業が社会に貢献し、少しでも生活のたしになる様な仕組み

が作れないものかと考える。【５０代男性】

■　①地域に貢献することがスティタスとなるような意識づくり。②自らの専門分野等を地方自治

体に登録し、今まで培ってきた能力を活かした地域貢献を行う。【２０代女性】

■　仕事をやめて「さあ、趣味を始めよう」だの「ボランティアにがんばろう」などは無理な話で、

多数の人々が「何をやっていいのかわからない」のが現状だろうと思います。まずやらなければ

ならないことは労働時間を短縮し、働き盛りの壮年期においても、仕事以外の時間を増やさなけれ

ばならない。その延長や発展が、仕事をやめても生きがいとなるものだと思う。以上の為には、経

済的にも「ゆとり」がないとできないので退職金、年金の制度の充実が必要である。【２０代男性】

■　「男は仕事、女は家庭」という性別役割分担が固定化する中で、男性は仕事への依存度を極端

なまでに高めている。仕事以外の活動を早い時期から持っておくという前提を作るために企業は

働き盛りの労働者を会社にのみ帰属させるのではなく、地域や家庭にもっと目を向けるようなガ

イダンスを組むべきだ。【５０代男性】

■　①経済的な基盤がある事が、高齢者の生活の充実の基本である。しかし「超高齢時代」には公

的年金などで支えるのは無理で、やはり働きたい時、働けるような雇用の仕組みを作る必要があ

る。それは仕事をやめたいと思った時、安心してやめられることと表裏一体である。②意識の中

で会社中心の考えを改め、「生涯現役、生涯活躍」という思想を持つ事が大事。会社に勤めてい

なくても、地域社会やサークルの世界で現役で貢献している、という考え方である。【４０代男性】

■　高齢者の知識、技能を生かし社会が受け入れてくれるシステムを地域で作り上げることが必要。

　それは必ずしも収入を伴わなくてもよく、社会への奉仕、還元の形で実行できる道も用意すべき

である。地域社会が有機的に機能せず、親族でなければ会社、団体しか頭にない利益中心主義的

社会になっているためだ。個人も生涯をかけて学ぶべきもの、楽しみつつ生きがいとすべきもの

――という価値観を持たねばならない。経済的に、厳しい環境に居続けた人に過酷な社会制度

であってはならないが、また逆に、キリギリスが老後も働き続けたアリと全く同じに社会から処

遇されるのも、もう一つ釈然としない。人の社会の役に立てる喜びを味わえる社会が理想ではな

かろうか。【５０代男性】
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３．社会で役割を担うための条件

高齢者も社会において活躍し、社会の一員として役割を担うための条件

高齢者は、とりわけ今後の超高齢社会にあっては、決して社会の脇役ではない。家庭や職場、社

会において、それなりの役割を担っていく主役の１人である。そのためには、この調査の示唆する

ところは、高齢者への援助の手よりも、高齢者がそれまでに培ってきた能力を生かし、あるいはそ

うした能力にみがきをかけて主役の１人としての役割を担えるような、間接的な環境づくりが重要

となるということである。
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【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　基本的には個人の問題として自助努力を基盤とすべき。ただし、加齢による身体機能低下にか

かわる要因については、社会インフラ面での対応が必要。【３０代男性】

■　地域（生活）社会のリーダーとなる制度が必要。現代は企業社会である。この為に、地域社会

への参画が若い世代では無理な状況となっている。この不足を補うため高齢者がリーダーとなり、

倫理・社会道徳などを伝えていく必要がある。【４０代男性】

■　高齢者自体は社会的にも家庭内においても脇役が本筋である。肉体的にも判断力でも若い人に

負けない老人もいるが、一握りの例を誇張しても大多数の高齢者は伝統保持、街の浄化や福祉事

業などの脇役的業務での主役者が望まれる。【５０代男性】

■　高齢者の割合が高くなれば、高齢者をターゲットとした、商品や物又マスメディアにおいても

その対象の中心は高齢者になってくると思われる。だからこの問題に関しては自然の流れによっ

てそうなって（高齢者が主役に）いくだろうと思う。【２０代男性】

■　①高齢者が勤労や生活を通じて身につけてきた技術や知識を生かす、或いは趣味の世界で身に

つけたものを生かす、一方、地域社会の中でそれを若い人に伝えたり、地域社会やサークルに役立

てる、といった仕組づくりが求められる。②高齢者でも大学の社会講座に通う、若い学生と一緒に

勉強するなど、教育の仕組を広く開放していく必要がある。生涯教育（継続教育、社会教育）が我が

国では充分根づいていない。大学の制度を開放的にもっていくことが求められる。【４０代男性】

■　本人の経験、特技、知識、技能などが生かせるような社会になってほしい。その為には頼られ

る高齢者になることも重要なので、若いうちから努力しておく。人の為に役立つということは大

きな生きがいにつながるので、賃金よりも生きがいを重視していくことが良い。【４０代男性】

■　高齢者が「主役」になる社会は望めないし、望んではいけない。ただ、年寄りを大事にするシ

ステムづくりが大切である。「功成り、名遂ぐ」人生を送った人ばかりではいけないと思うが、

高齢者は脇役というより良き相談相手やアドバイスの出来るよう、今から心がけるべきではない

か。【６０代男性】

■　社会の仕組を用意するのではなく、仕組を高齢者が創り出せるように現在の社会にフレキシビ

リティーを持たせた運営を図ることが大切。【５０代男性】
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４．高齢者の暮らしに必要なこと

健康上の理由や家族構成などの面で、高齢者の負うハンディについて、それを補う社会の側からの

援助のあり方は、家族、地域、行政、そして市場セクターの、いずれについても期待は多い。しか

しいずれにしても、１人暮らしや老人夫婦世帯に対する地域社会と行政の役割は大きい。
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　　　　【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　①これから一人暮らしや夫婦のみの高齢者が増えていくのは時代のすう勢であり、地域社会・

地域行政が対応を充実させる必要が大きい。一つは、老人ケア・サービス（行政によるもの及び

有料の市場サービス）であり、いま一つはコミュニケーション・サービスである。②コミュニケ

ーションについては、緊急時ベルシステムの様なものの他に、日頃からの意思の伝達や交流ので

きるコミュニケーションが必要である。高齢者が家にいながらお互いに交流できるビデオテック

ス（キャプテンなど）があると良い。【４０代男性】

■　向こう三軒両隣の意識がうすれているので、それに変わる緊急通報システムを設けたり仲間作

りのできる場をもっと作ってほしいと思う。【３０代女性】

■　①地域のコミュニティが確立された社会、②反面、逆に契約に基づく介護サービス（ボランテ

ィアではなく）等の企業サービスの充実された社会、保険制度の充実。【４０代男性】

■　安心感は精神的なものと金銭的なものが考えられる。①いつでも家族とのコミュニケーション

をとることが可能にするために、近くに住宅を作った場合など、税制面で配慮を考える（住宅取

得税、住民税等）、②地域コミュニケーションを計るための活動を、若い人達が行なった場合に

は、ボランティア活動のポイント制などで後にフィードバックを老いた時に受けられる仕組も良

い。【４０代男性】

■　高齢となってから住むところを変えることはかなり抵抗がある。老人は急激な変化に対応でき

ない。そのため地域で生活できる条件整備が必要となる。【５０代男性】

■　家族依存は少なくなる。８０歳になっても援助なしで生活できる老人たちを育てていくことが

先決だろう。皆で社会に依存したら大変だろう。自分達で「すること」をいつまでも持っていな

ければ、ぼけたり、頼ったりする人が多くなる。基本的には老人だけのマンションはよくない。

いろいろの人がシェアし合う形態にすべきだ。【５０代女性】

■　高齢者だけを集めて何かをするという発想はしない。基本的には一般家庭の街の中で老若男女

が共に暮らすことが重要。その為の仕組づくり。①老人向けマンションも街の中に位置し、街の

中の各種施設、文化を享受できる仕組。その他に施設やインフラの手直し、変更。②高齢者サー

ビスネットワーク－快適に安全に楽しく、生きがいを持って生活できるサービス網（医療システ

ム、娯楽システム、趣味システム他）【５０代男性】
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５．男女の役割・家族関係

男女の役割や家族関係、地域コミュニティのあり方など

これからの 20 年、30 年後の社会では、当然ながら生活をとりまく社会経済環境は大きく変わる。

そこにおいて、夫婦、家族、社会の仕組みも変わらざるを得ないが、多い意見は、援護を要する高

齢者への対応を、家族、それも妻や娘といった女性の力に依存するのではなく、多様な選択肢を可

能とする社会の変革である。女性の社会進出について、識者の見方は一致している。しかし、その

担っていた機能についての代替を、市場や地域社会に求めようという視点には、必ずしも肯定的で

はない。高齢者本人や、夫、むすこといった男性の意識変革も求められている。

資料編資料編資料編資料編



87878787

【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　血縁にとらわれない家族関係のあり方を探る。その地域の高齢者は、その地域の人達と共に生

活するという意識を育てる。そのためのカウンセリング機構を地域につくる。核家族でも地域の

親制度として、擬似家族をカウンセリングによりつくり、核家族や高齢者が孤独にならないよう

交流をもつ。【２０代女性】

■　現役引退後の男性については、徐々に意識変革で男女役割分担の同質化が促進されなければな

らないと思うが、長い生活習慣や熟練度からも期待が強過ぎては、男性側も困惑的状況が多いと

思われる。家庭内でない社会的役割では当然、男女均等法の精神が適用されよう。【５０代男性】

■　①これからは女性の社会における役割がますます大きくなる。男女間の役割意識は大きく変わ

る方向にある。性の違いによる役割の分担は残るであろうが、従来に比べて男女の役割はかなり

オーバーラップしてくる。②但し、男性の介護担当や夫婦別姓のようなドラマチックな変革は、

我が国では無理であろう。風土的にできる事とできない事がある。③家族関係、地縁関係が希薄

になりつつあるので、地域コミュニティの努力でそれを補ってゆかねばならない。【４０代男性】

■　男の意識改革がぜひ必要、女性の苦労がわかっていない。また男が家庭に寄与するためには会

社等職場での仕組みも変えていく必要がある。基本的に、高齢者の扶養等は家族の問題と思うが、

現状、親（＝即ち高齢者）の側のわがままと子供（息子や娘夫婦）の無理解があり、自分達の責

任問題としてとらえていない。相互に“甘え”があり、安易に行政や、社会に責任転化する傾向

がある。意識改革を徹底して行わねばならない。【４０代男性】

■　理由のない男女差別を無くすることが先ず大切、頭の切替えは老人になってからでは難しい。

得手、不得手はあるが、男の仕事、女の仕事という考え方から変えていかないと過剰な介入もわ

ずらわしいもの。個人としての尊厳、個の確立がないと役割分担もうまくいかない。個を尊重し

た上で初めて役割分担も押し付けでなくできる。画一主義、精神主義も好ましくない。老人は多

少ボケたからといって、幼児のように扱われているのを見ると馬鹿にされているようにも見える。

【５０代男性】

■　①家族関係や男女の役割分担は事前に十分相談をしておくことが基本である。②それでも現実

に直面した時には、色々な問題が起こり得るのが実態である。③その時の対応としては、家庭裁

判所を充実し気軽に相談できる仕組みをつくべきであろう（無料）。適任者は裁判所関係者に限

定せず、相談員試験合格者とすれば沢山いる。【６０代男性】
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６．高齢者の住まいの環境

高齢者にとって安心で、快適な住まい環境については、一番多いのがケア付き住宅などの、医療

等の面での高機能な住宅環境への要望である。住宅面では、健常な高齢者については、ウィークリ

ー、あるいはシーズンによって棲み分けられるような弾力的な住まい方が可能となる生活が理想と

してはあるが、肉体的、健康的なハンディに対する配慮への意見、あるいはそのための家族形成を

可能とする住まいづくりに対する意見が多い。
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【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　生涯暮らせる住宅を持つことが必要条件と考えるならば①その住宅の環境条件として・物価の

安定（安い所）…低所得でも生活できる・交通条件の良い所・病院等の社会資本が整っている

所・安価で住宅の取得が可。以上　地方拠点都市が適合②地方都市の住宅を取得する方法とし

て・公的融資を現在住む住宅に限定せず、生涯住宅取得貸付等の幅広い運用が必要と考える。

【４０代男性】

■　専有部分内のことならある程度必要に応じて変更できるが、町の整備は当初から弱者対応とし

ておかないと、弱者を疎外する町となってしまう。車椅子でどこまででも自由に行けることを当

たり前のこととして義務づける。【２０代女性】

■　庭や緑があるに越したことはないし、ハイテクを利用した機能住宅であれば、便利性と電化さ

れた施設の快適性が享受できるので、高齢者の環境をより高度に求めても仕方ない。最終的には

緊急事態発生のケアが約束される点が高齢住宅の眼目であろう。【５０代男性】

■　今日、都会生まれの都会育ち、都会を離れられない高齢者は多数である。高齢者は田舎でノン

ビリ暮らせ、これに公共が力を貸せという発言が未だに一部の民間、行政サイドにあるが、これ

は地方出身（田舎生まれ）の人達の言い分で、今日既に都会しかつながりを持たない高齢者は多

く、今後その数はますます多くなる。マンションは高齢者に不適というのも、マンションに住ん

だことのない人達の場合が多い。留意点である。【６０代男性】

■　①過大な期待を持たすことには、賛成できない。②高齢者自身が自分の問題として、十分に検

討し研究すべき問題であり、企業や行政はその補助的役割で十分。【６０代男性】

■　①持ち家であろうと賃貸住宅であろうと、定住できるための税法上、貸借契約関係法規上の措

置が最重要。②ケア付き集合住宅、老人ホームといった発想は高齢者を社会から隔離するもので

しかない。在宅ケア、救急システムなど行政主導の福祉が必要。③国、自治体所有の公共空間を

保持、増加させ将来の高齢者の憩いの場、生涯教育の場、各種福祉事業の場とすることを緊急に

開始しなければならない。【４０代男性】

■　個性、家庭は尊重すべきもの。便利さは必要だが、安易さを追うべきではない。工夫も努力も

いらない生活となってはボケるのみ、バックに安全があることは重要だが。【５０代男性】
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７．超高齢社会に向けての個人、家族、社会システムのあり方

最後に、超高齢社会に向けて、高齢者本人および家族、雇用・就業システム、余暇・学習システ

ム、医療・福祉システムのあり方について、どのような改革が必要となるかを、それぞれ自由記述

で提案してもらっている。以下では、それぞれの項目別に、いくつかの意見を抜き出して掲げた。

(1) 高齢者本人および家族の課題

【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

  

■　本人も自分の目標は何かを家族共々に考えたり、それらに対しバックアップするヒューマンリ

レーションが必要。【４０代男性】

■　本人に必要なのは若くないという本当の自覚。若いつもりと若いのとは違う。家族は逆にあま

り老人扱いしないこと。発言を尊重することと言いなりになることはまた違う。十分話し合える

空気をいつも持っていることが重要。【５０代男性】

■　①高齢者という意識より、社会の構成員の重要な一員であるとの意識改革。②家庭において、

高齢者に自覚と責任を持った役割の分担を担ってもらうこと。【３０代男性】

■　高齢者の面倒を高齢に達した子供が見るということもあり得る。今後、やはり老後は公的なも

のに頼るのも仕方のないことだという認識を各自が持つべきである。【３０代女性】

■　家族意識の変革。特に高齢者は子供の世話にならないなんて思うな。最後の最後は子供が面倒

を看るのだから。【５０代男性】
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 (2) 雇用・就業システム・制度の改革

【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　リタイヤという言葉をなくしたい。能力別の仕事を。高齢になっても出来る仕事を少しずつで

も分担して出来るようなシステム。【５０代女性】

■　①柔軟な転職システム、②ライフステージに応じた能力開発、③短時間就業の制度化、④在宅

勤務、サテライトオフィス等を取り込んだ就業システム。【４０代男性】

■　企業、役所でもっと中途採用システムを取り入れること。大卒、新卒を中心とした採用システ

ムを全く無くすことは無理にしても、もっとフレキシブルな採用方針をとる中で、高齢者の雇用

枠の拡大も可能になるのでは。【５０代女性】

■　効率優先の雇用、就業を改革し、豊かな生活の一部として働く、という働き方を可能にする労

働価値観を新たに持つ。【３０代女性】

■　フルタイム以外の雇用でも、労働条件、身分の保証、雇用の安定が確保されるよう制度的な補

助が必要。【３０代男性】

■　人生の後半を自分の自由意思で自由に選択し実行できるシステム、制度が必要。それとあらゆ

る点で手続きの簡素化が必要。【５０代男性】

■　①若い女性の転職紹介紙だけが目立つ。②行政、マスコミ界含めて、高齢者でもできる仕事が

目につきやすいような情報を提供することからはじめたらどうだろうか。【５０代男性】
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 (3) 余暇・学習システム・制度の改革

【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　技術・技能・知識等の人材登録と教授など、これをいかす場の斡旋を現在のお座なりのバンク

制度のようなものでなく、地域別にきめ細かく設立し、もっと充実させ、ネットワークのシステ

ム化をすること。【５０代男性】

■　仲間（共通の趣味を持つ）の情報、しかも歩いて行ける範囲の仲間、及び場所の提供→コンピ

ュータじいさん、ばあさんの時代。キーボードが怖くない高齢者の出現。【３０代男性】

■　行政は既に相当程度整備しており、あえていえば、適切な情報提供の工夫が必要。あとは市場

メカニズムに委ねる。【４０代男性】

■　若い時から仕事以外の学習ができる体制作り【５０代男性】

■ 何をするにも情報が必要。現実には極めてプワー。各種情報センターが地区毎に必要。

【５０代男性】

■　高齢者だけを隔離し、特別扱いするシステム制度は良くない。若い人と共に何でもやりたいと

思っているに違いない。【５０代男性】
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(4) 医療・福祉システム・制度の改革

【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】【識者の意見】

■　「寝たきりをつくらない街」宣言を行い、それに賛同する人に住んでもらい、一貫した福祉シ

ステムをつくる。介護基金などを考える。【２０代女性】

■　看護婦や介護人の労働条件改善と希望者が増えるような保障を与えること。【５０代男性】

■　①開業医中心の健保制度の全面的見直し、薬漬け医療の追放。②ホームドクター、ケースワー

カーから総合病院までの連絡システムの構築と個人情報の公開。③看護婦、ケースワーカーなど

の地位の向上。【４０代男性】

■　日本の医療制度は出来高払い制から人頭払い制（地域の住民管理、請負）の方向に少し振れた

方がよい。【４０代男性】

■　医療と福祉を制度的にできるだけ一体として運営すること。例えば、病院と福祉事業を一体と

した施設が必要。医療費を抑制し、住民の健康管理に積極的な病院。自治体がそのためにかえっ

て医療費収入減で病院経営が苦しくなる矛盾を解消すること。【３０代男性】

■　①家庭での医療、往診システムを通例化。②夫婦の片方が入院すれば、２人で病院生活のでき

るシステム。【４０代男性】

■　医療も大切だが、予防医療をもっと充実する。【５０代男性】

■　安らかな死、気分のよい死、誇りを持ったままの死など、「死」を迎えられる制度や施設づく

りを。ＱＯＬのためのターミナルケアなど。【６０代男性】
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